
通達区分 例 規 通 達

有効期間 30年

県 本 部 各 部 課 長 宮 本 規 第 1 4 2 号
殿

県 下 各 警 察 署 長 令 和 ７ 年 ３ 月 1 7 日

宮 城 県 警 察 本 部 長

制限外牽引許可取扱要領の一部改正について（通達）
けん

道路交通法（昭和35年法律第105号）第59条第２項に規定する自動車の牽引制限に
けん

係る許可の事務の取扱いについては 「制限外牽引許可取扱要領の制定について（通、
けん

）」（ ） 、達 令和５年５月26日付け宮本規第1393号 に基づき運用しているところであるが

制限外牽引許可取扱要領の一部を別添のとおり改正するので、事務処理上遺漏のない
けん

ようにされたい。

なお、これに伴い、旧通達は廃止する。

記

１ 改正点

⑴ 牽引許可の申請の際、運転免許証の写しの提出を不要とした。
けん

⑵ 出発地を管轄する警察署以外の警察署での申請の受理について規定した。

⑶ その他文言の整理等を行った。

２ 施行期日

令和７年３月24日



別添

制限外牽引許可取扱要領
けん

第１ 趣旨

この要領は、道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という ）第59条第。

２項に規定する自動車の牽引制限に係る許可（以下「牽引許可」という ）の事務。
けん けん

の取扱いに関し、宮城県道路交通規則（平成13年宮城県公安委員会規則第１号）第

55条の規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。

第２ 許可の要件

牽引許可は、次に掲げる場合で、他に方法がなく、やむを得ないと認める理由が
けん

あり、かつ、車両の構造又は道路若しくは交通の状況により支障がないと認められ

るときに行うものとする。

１ 大型自動二輪車、普通自動二輪車又は小型特殊自動車によって牽引するときは
けん

１台の車両を、その他の自動車は２台の車両を超えて牽引しなければならない場
けん

合

２ 牽引する自動車の前端から牽引される車両の後端（牽引される車両が２台のと
けん けん けん

きは２台目の車両の後端）までの長さが25メートルを超える牽引をしなければな
けん

らない場合

第３ 牽引許可の申請者
けん

牽引許可の申請者は、当該牽引許可に係る自動車の運転者とする。
けん けん

自動車の運転者が複数の場合（長距離運転で同乗又は乗り継ぎして交替する運転

者がいる場合、同一の自動車について牽引許可の申請に係る期間が例えば１年間で
けん

ある場合にその期間内で運転者が交替する場合等をいう ）には、その全員を申請。

者とし、道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「規則」という ）。

（ 「 」 。） 「 」 、第８条の５第２項に規定する申請書 以下 申請書 という の 申請者 の欄

「申請者の免許の種類」の欄及び「免許証番号又は免許情報記録の番号（以下「免

許証番号等」という 」の欄に連記させるものとする。この場合において、申請書。）

の各欄に連記することができないときは、別紙に申請者の住所、氏名、免許の種類

及び免許証番号等を記載させるものとする。

第４ 牽引許可の単位
けん

牽引許可は、原則として１回の運転行為（例えばＡ地点からＢ地点まで積載物を
けん

運搬する場合で、車両、積載物、運転経路及び時間がそれぞれ一つのものをいう。

以下同じ ）ごとに行うものとする。。

第５ 牽引許可の期間
けん

牽引許可の期間は、原則として１回の運転行為の開始から終了までに要する期間
けん

とする ただし 牽引許可のほかに法第77条第１項に規定する道路の使用の許可 以。 、 （
けん

下「道路使用許可」という ）を要する場合の当該牽引許可の期間は、当該道路使。
けん

用許可と同一の期間とする。



第６ 申請手続の特例

牽引許可を受けようとする運転行為が同一の運転者により定型的に反復し、又は
けん

継続して行われるものである場合の申請は、次に掲げる要件を全て満たす場合に限

り、前記第４及び第５の規定にかかわらず、包括して１回の運転行為とみなして処

理するものとし、許可の期間は原則として１年以内の適切な期間とする。

１ 車両が同一であること

２ 同一の状態及び方法で牽引するものであること
けん

３ 運転経路が同一であること

第７ 申請の受理

１ 申請場所

牽引許可の申請は、原則として運転経路の出発地（出発地が他の都道府県であ
けん

る場合には 最初に本県に入県することとなる場所 を管轄する警察署の署長 以、 ） （

下「出発地署長」という ）を経由して受理するものとする。ただし、申請者の。

利便を図る必要があると認めるときは、運転経路を管轄するその他の警察署でも

申請を受理できるものとし、あらかじめ出発地署長及び交通部交通規制課長（以

下「交通規制課長」という ）に通知した上で対応するものとする。。

２ 提出書類

牽引許可の申請を受理する場合は、申請書２通の提出のほか、次に掲げる書類
けん

２通の添付を求めるものとする。

⑴ 運行計画書（誘導車及び誘導員の配置等の運行上の安全対策の概要が記され

たもの）

⑵ 運転経路表

⑶ 牽引状況図又は荷姿図（連結した状態の諸元が記載されたもの）
けん

⑷ 自動車検査証の写し

⑸ 回転軌跡図

⑹ その他必要に応じて次に掲げる書類

ア 道路法（昭和27年法律第180号）第47条の２に規定する道路管理者の通行

許可（特殊車両通行許可証（認定書）及び条件書）の写し

イ 分割不可能な理由書（製品製造元発行に係る書面等）

ウ 車両選定の理由書

エ 運行経路に対する上空障害物調査結果報告書

オ う回路図及び案内看板設置状況表（車両の通行制限が伴う場合）

第８ 審査事項

申請を受理した場合は、次に掲げる事項について審査するものとする。

１ 車両構造上の支障の有無

申請に係る車両の構造又は牽引の状況が、道路又は交通の状況に重大な危険を
けん

及ぼすおそれが認められないこと。

２ 積載方法及び転落防止措置の適否



積載の方法及び当該積載による運転が法第55条第２項及び法第71条第４号の規

定に照らし適切であると認められること。

３ 運転の期間及び経路の適否

⑴ 運転の期間

ア 交通が特にふくそうする日時を含まないこと。

イ 道路管理者の通行の許可が必要なものについては 特殊車両通行許可証 認、 （

） 、 。定書 を受け 又は受けることが確実と認められる期間及び時間であること

⑵ 運転経路

ア 運転経路に申請に係る車両の走行に障害となるもの（重量制限が行われて

、 、 ）いる橋りょう 高さ制限が行われているガード トンネルその他の工作物等

が存在しないこと。

イ 道路管理者の通行の許可が必要なものについては 特殊車両通行許可証 認、 （

定書）を受け、又は受けることが確実と認められる経路であること。

４ その他

前記１から３までに掲げるもののほか、道路における危険を防止し、交通の安

全と円滑を図るため必要な措置を講じていること。

第９ 処理手続

１ 申請書等の送付

申請を受理した警察署長（以下「受理署長」という ）は、申請書及び申請者。

から提出を受けた書類（以下「添付書類」という ）各２通を速やかに交通規制。

課長に送付すること。

２ 交通規制課長の事務

交通規制課長は、受理署長から申請書等の送付を受けたときは、次のとおり取

り扱うこと。

⑴ 申請の管理

制限外牽引許可申請受理簿（別記様式第１号）に所要事項を記載して申請の
けん

受理状況を管理すること。

⑵ 経路調査の依頼

申請に係る運転経路を管轄する警察署の署長又は高速道路交通警察隊長に対

し、当該運転経路における通行の支障の有無を照会すること。

⑶ 許可の審査等

申請書、添付書類及び前記⑵の規定による照会結果に基づいて審査を行い、

許可の可否を判断すること。

また、申請に対して許可をする場合において必要があると認めるときは、道

路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要な条件を付

すること。

⑷ 許可証の作成

申請に対して許可をするときは、個々の申請に対して、公安委員会の文書番



号を許可番号として付与し 規則第８条の５第２項に規定する許可証 以下 許、 （ 「

可証」という ）２通に許可番号等必要な事項を記載の上、うち１通に公安委。

員会印を押印して正本とし、控えとする許可証の副本との間に契印して当該申

請に対する許可証とすること。

⑸ 許可証の交付

作成した許可証は、受理署長に送付して受理警察署において申請者に交付す

るよう依頼すること。ただし、申請者が申請を受理した警察署以外の警察署又

は警察本部で交付することを希望する場合は、あらかじめ交付を依頼する警察

署長に連絡し、交付に支障がないよう調整すること。

⑹ 行政不服審査法及び行政事件訴訟法に基づく教示

条件を付して許可するとき、付した条件を変更するとき、申請によって求め

（ 、 、 。）られた許可等を拒否するとき 不許可 申請の棄却 却下等の名称は問わない

等には、申請者に対して、教示書（別記様式第２号）を交付し、行政不服審査

法（平成26年法律第68号）第82条第１項の規定及び行政事件訴訟法（昭和37年

法律第139号）第46条第１項の規定に基づく教示を行うこと。

第10 留意事項

１ 他の都道府県に及ぶ牽引許可
けん

運転経路が他の都道府県に及ぶ場合は、各都道府県ごとの公安委員会の許可が

必要となるので、申請者に対してその旨を指導すること。

２ 牽引許可に関する相談等への対応
けん

牽引許可に関する相談又は申請の受理においては、警戒のための誘導車を別途
けん

用意した上で、交通誘導員等を同乗させて警戒に従事させることが必要な場合が

あることを申請者に対して指導すること。

３ 故障車両等の牽引に対する指導
けん

故障車両又は事故車両の牽引に関する相談を受けた場合は、牽引する自動車の
けん けん

前端から牽引される車両の後端が25メートルを超えることがないよう指導し、こ
けん

れを超えることがやむを得ないと認める場合に限り牽引許可を申請させること。
けん

４ その他

牽引許可の相談又は申請受理に当たって疑義が生じた場合は、交通部交通規制
けん

課に確認した上で回答又は事務処理を行うこと。



別記様式第１号

制限外牽引許可申請受理簿
け ん

年度

番号 受理月日 許可番号 申請者氏名 登録番号 許 可 の 期 間 運転経路（出発地～目的地） 備 考

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～



教 示 書

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に宮城県公安委員会に対して、審査請求をすることができ

ます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります 。。）

処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代

表する者は、宮城県公安委員会となります ）提起しなければなりません（な。

お、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であって

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります 。。）

別記様式第２号


